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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色剤及び結着樹脂を含み被覆層で被覆されたカラーの静電荷像現像用トナーを用いて
、表面にトナー像を形成する複数のドラム状像担持体と、
　前記複数のドラム状像担持体のそれぞれの形状に沿ってニップ部を形成するように接触
配置されている弾性ベルトと、を具備し、
　前記複数の像担持体に形成されたトナー像を、それぞれのニップ部において順次重ね合
わせて転写する画像形成装置であって、
　前記ニップ部の周方向の幅を、前記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほど広く
し、
　且つ印加する転写電流値を、前記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほど下げる
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記カラーの静電荷像現像用トナーとしてイエロー、マゼンタおよびサイアンの３色の
トナーを用い、各色トナーによってそれぞれ異なるドラム状像担持体表面にトナー像を形
成し、該トナー像をそれぞれのニップ部において順次重ね合わせて転写する画像形成装置
であって、前記それぞれのニップ部において、前記ニップ部の周方向の幅と、前記印加す
る転写電流値と、が下記式（１）および（２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載
の画像形成装置。
　　式（１）　　１．０５≦Ｎ３／Ｎ２≦Ｎ２／Ｎ１≦１．５
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　　式（２）　　０．７≦Ａ３／Ａ２≦Ａ２／Ａ１≦０．９５
（ここで、Ｎ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部の周方向の幅を、Ｎ２は２番目に
トナー像の転写を行うニップ部の周方向の幅を、Ｎ３は３番目にトナー像の転写を行うニ
ップ部の周方向の幅を表す。また、Ａ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部における
転写電流値を、Ａ２は２番目にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を、Ａ
３は３番目にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を表す。）
【請求項３】
　前記弾性ベルトが、異なる二種類以上の弾性材を含有してなるベルト基材と、前記ベル
ト基材の少なくとも一方の面を被覆し、フッ素系樹脂及びシリコーン系樹脂から選択され
る少なくとも１種を含有してなる保護層と、を備えたことを特徴とする請求項１又は請求
項２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記像担持体及び前記弾性ベルトのいずれか一方を駆動源とし、他方を従動回転させる
ことを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記弾性ベルトが複数の張架ロールで張架され、張架された状態における弾性ベルトの
周長をＣ、張架されていない状態における弾性ベルトの周長をｃとしたとき、下記式（３
）で表される張架率が２～５％であることを特徴とする請求項１～請求項４のいずれか一
項に記載の画像形成装置。
　　　張架率（％）＝（Ｃ－ｃ）／ｃ×１００　　　式（３）
【請求項６】
　前記静電荷像現像用トナーにおける下記式（４）で表わされる球状係数（ＳＦ）の値が
１４０未満であることを特徴とする請求項１～請求項５のいずれか一項に記載の画像形成
装置。
　　　ＳＦ＝（πＬ２／４Ａ）×１００　　　式（４）
（式（４）において、Ｌは静電荷像現像用トナーの最大直径（μｍ）であり、Ａは静電荷
像現像用トナーの投影面積（μｍ）である。）
【請求項７】
　前記静電荷像現像用トナーの体積平均粒径が３μｍ以上８μｍ以下であることを特徴と
する請求項１～請求項６のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記弾性ベルトが、中間転写ベルトであることを特徴とする請求項１～請求項７のいず
れか一項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記弾性ベルトが、用紙搬送ベルトであることを特徴とする請求項１～請求項７のいず
れか一項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、プリンター、ファクシミリ等の電子写真プロセスを利用した電子写
真装置に用いられる画像形成装置に関し、より詳細には、複数の像担持体上に形成された
トナー像を中間転写ベルト或いは記録媒体に順次重ね合わせて転写し画像を形成する、い
わゆるタンデム型の画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真法としては、多数の方法が知られており（例えば、特許文献１参照）、一般的
には、光導電性物質を利用した感光体（像担持体）表面に、種々の手段により電気的に潜
像を形成し、形成された潜像を、トナーを用いて現像しトナー像を形成した後、このトナ
ー像を、場合により中間転写体を介して、紙等の被転写体表面に転写し、加熱、加圧、加
熱加圧あるいは溶剤蒸気等により定着する、という複数の工程を経て、画像が形成される
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。また、感光体表面に残ったトナーは、必要に応じて種々の方法によりクリーニングされ
、再びトナー像の現像に利用される。
【０００３】
　近年の画像形成に際してフルカラー画像の需要の増加、高速化、高画質化への要求の高
まりに伴い、現像像を各色ごとに転写し、これを中間転写体に転写した後、複数色の転写
画像を一括で転写してカラー画像を得る、所謂ロータリー式の画像形成方法が提案されて
いる。この方法であれば一色ごとに現像、転写を行う関係で高画質の画像が得られるもの
の、高速化には対応ができず、例えば黒のみの単色に比較して出力量は数分の１になるの
が普通である。
【０００４】
　これに対して像担持体上に形成した静電潜像を顕像化したトナー像を、前記像担持体に
無端状の転写体を当接させて前記転写体に転写させる一次転写プロセスが順次連続して実
行され前記転写体に多層の転写トナー画像を形成し、その後前記転写体に形成した多層の
トナー像を一括して転写媒体に転写させるようないわゆるタンデム型の画像形成方法が提
案されている。この方法では高速化に対応し、単色画像と比較しても出力量は変わらない
といった長所がある。しかしながら前記一次転写プロセスで転写されたトナーは、その後
の前記一次転写プロセスの数だけ転写ニップを通過するため、前記転写ニップ通過の数だ
け外部圧力を受けることになる。また、多層のトナー像の厚みが増加するにしたがってニ
ップ通過時の外部圧力は増加し、早期に転写したトナーは外部圧力を多大に受けて形状変
化を起こしやすく、フィルミングによる筋状画像抜けを引き起こしやすいという問題が発
生した。
【０００５】
　また、高速タンデム方式の転写プロセスにおける、転写時の中抜けや飛び散りを防止し
、感光体（像担持体）、転写体のフィルミングを回避するために、第１の転写位置（転写
体に一色目のトナー像を一次転写するニップ部）から第２の転写位置の距離と速度を規定
し、定着助剤の分散性をあげて高転写効率を得ることにより改善する方法が開示されてい
る（例えば、特許文献２参照）。しかし、この画像形成装置ではトナー破壊に関する問題
はなんら改善はされていない。
【０００６】
　また、複数の像担持体上に形成されたトナー像を、記録媒体（被転写体）に順次転写す
るタンデム型の画像形成装置において、記録媒体上のトナー像の重ねあわせの数が多くな
ると、記録媒体と像担持体との間にトナー像が重ねあってトナー層が厚くなった部分が挟
まれ、強く圧縮されることによって、像担持体上に担持されているトナー像と像担持体表
面との密着力が記録媒体上の転写トナー像における各トナー像間の密着力よりも更に大き
くなることがある。そのため、記録媒体上のトナー像の重ねあわせの数が多くなるほど画
像白抜けが増加してしまう。これに対し、前記画像白抜けを改善する目的で、記録媒体の
移動方向下流側の転写位置（ニップ部）における押圧力を弱くするように設定した画像形
成装置が報告されている（例えば、特許文献３参照）。
【特許文献１】特公昭４２－２３９１０号公報
【特許文献２】特開２００３－４３７４３号公報
【特許文献３】特開２００２－１４５１５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、中間転写体或いは記録媒体が移動する下流方向に向かって押圧力を弱くした場
合、それぞれの転写位置でトナー像にかかる圧力が異なるため、各色のトナー像の転写に
差異が生じ、カラーバランスが崩れ、色の再現性が劣るという問題が発生する。具体的に
は１色目と２色目から形成される２次色と、２色目と３色目から形成される２次色は、仮
に現像されるトナーの量が同じであっても、押圧力が異なるため、１色目と２色目から形
成される２次色のほうが再現性は高いものとなってしまう。
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　更に３色を同時に再現させなければならない所謂プロセスブラックでは転写するトナー
量が多いため、転写が不十分になり、通常１色目に用いられるイエロートナーの転写が不
十分になりやすく、その結果紫がかった画像になる場合があった。
【０００８】
　そこで本発明は、上記問題点を解決することを課題とする。すなわち、本発明の目的は
、色の再現性に優れた画像形成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題は以下の本発明により達成される。すなわち、本発明は、
　＜１＞　着色剤及び結着樹脂を含み被覆層で被覆されたカラーの静電荷像現像用トナー
を用いて、表面にトナー像を形成する複数のドラム状像担持体と、前記複数のドラム状像
担持体のそれぞれの形状に沿ってニップ部を形成するように接触配置されている弾性ベル
トと、を具備し、前記複数の像担持体に形成されたトナー像を、それぞれのニップ部にお
いて順次重ね合わせて転写する画像形成装置であって、前記ニップ部の周方向の幅を、前
記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほど広くし、且つ印加する転写電流値を、前
記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほど下げることを特徴とする画像形成装置で
ある。
　＜２＞　前記カラーの静電荷像現像用トナーとしてイエロー、マゼンタおよびサイアン
の３色のトナーを用い、各色トナーによってそれぞれ異なるドラム状像担持体表面にトナ
ー像を形成し、該トナー像をそれぞれのニップ部において順次重ね合わせて転写する画像
形成装置であって、前記それぞれのニップ部において、前記ニップ部の周方向の幅と、前
記印加する転写電流値と、が下記式（１）および（２）を満たすことを特徴とする前記＜
１＞に記載の画像形成装置である。
　　式（１）　　１．０５≦Ｎ３／Ｎ２≦Ｎ２／Ｎ１≦１．５
　　式（２）　　０．７≦Ａ３／Ａ２≦Ａ２／Ａ１≦０．９５
（ここで、Ｎ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部の周方向の幅を、Ｎ２は２番目に
トナー像の転写を行うニップ部の周方向の幅を、Ｎ３は３番目にトナー像の転写を行うニ
ップ部の周方向の幅を表す。また、Ａ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部における
転写電流値を、Ａ２は２番目にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を、Ａ
３は３番目にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を表す。）
【００１０】
　＜３＞　前記弾性ベルトが、異なる二種類以上の弾性材を含有してなるベルト基材と、
前記ベルト基材の少なくとも一方の面を被覆し、フッ素系樹脂及びシリコーン系樹脂から
選択される少なくとも１種を含有してなる保護層と、を備えたことを特徴とする前記＜１
＞又は＜２＞に記載の画像形成装置である。
　＜４＞　前記像担持体及び前記弾性ベルトのいずれか一方を駆動源とし、他方を従動回
転させることを特徴とする前記＜１＞～＜３＞のいずれか一項に記載の画像形成装置であ
る。
　＜５＞　前記弾性ベルトが複数の張架ロールで張架され、張架された状態における弾性
ベルトの周長をＣ、張架されていない状態における弾性ベルトの周長をｃとしたとき、下
記式（３）で表される張架率が２～５％であることを特徴とする前記＜１＞～＜４＞のい
ずれか一項に記載の画像形成装置である。
　　　張架率（％）＝（Ｃ－ｃ）／ｃ×１００　　　式（３）
【００１１】
　＜６＞　前記静電荷像現像用トナーにおける下記式（４）で表わされる球状係数（ＳＦ
）の値が１４０未満であることを特徴とする前記＜１＞～＜５＞のいずれか一項に記載の
画像形成装置である。
　　　ＳＦ＝（πＬ２／４Ａ）×１００　　　式（４）
（式（４）において、Ｌは静電荷像現像用トナーの最大直径（μｍ）であり、Ａは静電荷
像現像用トナーの投影面積（μｍ）である。）
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【００１２】
　＜７＞　前記静電荷像現像用トナーの体積平均粒径が３μｍ以上８μｍ以下であること
を特徴とする前記＜１＞～＜６＞のいずれか一項に記載の画像形成装置である。
　＜８＞　前記弾性ベルトが、中間転写ベルトであることを特徴とする前記＜１＞～＜７
＞のいずれか一項に記載の画像形成装置である。
　＜９＞　前記弾性ベルトが、用紙搬送ベルトであることを特徴とする前記＜１＞～＜７
＞のいずれか一項に記載の画像形成装置である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、良好なカラーバランスが得られ、色の再現性に優れた画像形成装置を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明の画像形成装置は、少なくとも、複数のドラム状像担持体と前記複数のドラム状
像担持体のそれぞれの形状に沿ってニップ部を形成するように接触配置されている弾性ベ
ルトとを具備するタンデム方式のカラー画像形成装置であり、コアシェル構造のカラー静
電荷像現像用トナー（即ち、ブラック以外のカラートナー）を少なくとも２色以上用いて
、前記複数のドラム状像担持体の各表面にトナー像を形成するトナー像形成手段と、該ト
ナー像をそれぞれのニップ部において弾性ベルトが移動する順に重ね合わせて転写する転
写手段と、を有する。また、複数の像担持体ごとに存在する弾性ベルトとのニップ部の周
方向の幅は、前記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほど広く、且つそれぞれのニ
ップ部において印加する転写電流値は、前記弾性ベルトが移動する下流方向のニップ部ほ
ど低いことを特徴とする。
【００１５】
　従来、コアシェル構造のトナーのシェル破壊を防止すべく、下流方向に向かってニップ
部における押圧力を徐々に小さくする対策がなされていたが、単純に押圧力小さくするだ
けでは前述のようにカラーバランスが崩れてしまい、特に２次色、プロセスブラック等、
色の再現性が著しく劣っていまい、また細線の再現性も好ましくないという欠点があった
。そこで本発明では、上記の様な構成とすることにより、トナー破壊の防止とカラーバラ
ンスとを両立し、優れた色の再現性及び細線の再現性を得ることが可能となった。
【００１６】
　ここで、前記「ニップ部の周方向の幅」とは、像担持体と弾性ベルトとの接触領域にお
ける、弾性ベルトの周方向長さのことをさす（尚、以下においては「ニップ部の幅」「ニ
ップの幅」「ニップ幅」とも称す）。通常弾性ベルトは複数の張架ロールに張架されて像
担持体に接触するように配置されるため、前記ニップの幅は該張架ロールの配置によって
調整することができる。
【００１７】
　また、前記転写電流の印加は、像担持体と弾性ベルトとのニップ部において、弾性ベル
トを介して像担持体と対向する位置に配置される転写装置（例えば転写ロール）を用いる
など、公知の方法によって行うことができる。
【００１８】
　尚、本発明においては、前記複数の像担持体のそれぞれのニップ部において、前記ニッ
プ部の幅と、前記印加する転写電流値と、が下記式（１）および（２）を満たすことが特
に好ましい。
【００１９】
　　式（１）　　１．０５≦Ｎ３／Ｎ２≦Ｎ２／Ｎ１≦１．５
　　式（２）　　０．７≦Ａ３／Ａ２≦Ａ２／Ａ１≦０．９５
（ここで、Ｎ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部の幅を、Ｎ２は２番目にトナー像
の転写を行うニップ部の幅を、Ｎ３は３番目にトナー像の転写を行うニップ部の幅を表す
。また、Ａ１は最初にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を、Ａ２は２番
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目にトナー像の転写を行うニップ部における転写電流値を、Ａ３は３番目にトナー像の転
写を行うニップ部における転写電流値を表す。）
【００２０】
　すなわち、１色目と２色目で形成される２次色が、２色目と３色目で形成される２次色
に比較してニップの幅が狭いため、転写が不利な分を、転写電流を高くすることによって
補うことができる。なお、１色目と３色目による２次色もこの傾向は同じである。
【００２１】
　フルカラー画像の場合、３色のトナーが適当に現像されていたり、あるいはそれらがハ
ーフトーンのようにトナー載り量の全量が少なかったりする画像は必要であり、上記式（
１）及び式（２）を満たすことによって、より効果的にトナー破壊の防止とカラーバラン
スとを両立し、優れた色の再現性及び細線の再現性を得ることができる。
【００２２】
　また、本発明の画像形成装置は、（Ａ）各像担持体上に形成されたトナー像を中間転写
ベルトに順次一次転写し、その後中間転写ベルト上に重ね合わされた画像を記録媒体に一
括して二次転写する方式であってもよいし、或いは、（Ｂ）各像担持体上に形成されたト
ナー像を用紙搬送ベルトによって運ばれてきた記録媒体上に順次転写し、記録媒体上に画
像を重ね合わせる方式であってもよい。
　（Ａ）の方式であれば、前記中間転写ベルトが本発明における弾性ベルトに該当し、ま
た（（Ｂ）の方式であれば、前記用紙搬送ベルトが本発明における弾性ベルトに該当する
。いずれの場合であっても、本発明のトナー破壊の防止とカラーバランスとの両立という
効果が良好に得られる。
【００２３】
　更に、本発明は、前述の通りブラック以外のカラートナーを少なくとも２色以上用いる
ことを要件とし、例えばイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）のカラートナー
を用いたフルカラー画像形成装置等に好ましく適用される。この場合、像担持体は３つ備
えられ、それぞれＹ、Ｍ、Ｃの画像形成ユニットを構成する。
　尚、本発明の画像形成装置は、更にブラック（ＢＫ）トナーを用い、ＢＫ画像形成ユニ
ットを備えた態様としてもよいが、ブラックトナーは他のカラートナーに重ね合うように
転写されることがないため、カラーバランスに影響を与えることがなく、その観点から、
前記「印加する転写電流値が下流方向のニップ部ほど低い」との要件を満たす必要はない
。但し、トナー破壊への影響の観点から、「ニップ部の幅が下流方向のニップ部ほど広い
」との要件を満たすことがより好ましい。
【００２４】
　（画像形成装置）
　以下、本発明の画像形成装置を図面を用いて説明する。
　図１は、中間転写ベルトを備えた本発明の画像形成装置の一例を示す概略模式図である
。同図はフルカラータンデム方式を採用した画像形成装置であって、感光体ドラム１１～
１４をそれぞれ備えたＹ、Ｍ、Ｃ、ＢＫの各画像形成ユニットと、これらの感光体ドラム
１１～１４からトナー像を転写させるために一定領域にて感光体ドラム１１～１４の形状
に沿うように接触する中間転写ベルト２と、感光体ドラム１１～１４上のトナーを中間転
写ベルト２上に一次転写するための一次転写ロール３１～３４とを有し、前述の通り、中
間転写ベルト２は移動する下流方向（矢印Ａで示される回転方向を示し、図１においては
Ｙ、Ｍ、Ｃの各画像形成ユニットの順）のニップ部ほどニップ幅が広くなるよう感光体ド
ラム１１～１４に接触配置されている。また、トナー破壊防止の観点から、図１において
、ＢＫ画像形成ユニットにおけるニップ部の幅はＣが像形成ユニットにおけるニップ部の
幅より広いことが好ましい。
【００２５】
　前記各画像形成ユニットにおいては、感光体ドラム１１～１４は光の照射によって抵抗
値が低下する感光層を備えたものであり、この感光体ドラム１１～１４の周囲には、感光
体ドラム１１～１４を帯電させる帯電装置４１～４４と、帯電された感光体ドラム１１～
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１４に各色成分（本例ではイエロー、マゼンタ、シアン、ブラック）の静電潜像を書き込
む露光装置Ｌ１～Ｌ４と、感光体ドラム上に形成された各色成分潜像を各色成分トナーに
て可視像化する現像装置５１～５４と、感光体ドラム上の残留トナーを清掃するクリーニ
ング装置６１～６４とが配設されている。
【００２６】
　ここで、前記感光体ドラム１１～１４としては、光の照射によって抵抗値が低下する感
光層を備えたものであれば、公知の感光体ドラムから適宜選択して用いることができる。
　また、帯電装置４１～４４としては、例えば帯電ロールが用いられるが、コロトロンな
どの帯電器を用いてもよい。
　更に、露光装置は感光体でラム上に光によって像を書き込めるものであればよく、本例
では、例えばＬＥＤを用いたプリントヘッド塔が好ましく用いられるが、これに限られる
ものではなく、ＥＬを用いたプリントヘッドでも、レーザービームをポリゴンミラーでス
キャンするスキャナなど敵宣選択して差し支えない。
【００２７】
　更に、現像装置５１～５４は各色成分トナーが収容されたものであり、使用するトナー
は以下に詳しく説明するとおりである。
　更にまた、クリーニング装置６１～６４については、感光体ドラム上の残留トナーを清
掃するものであれば、ブレードクリーニング方式を採用したもの等敵宣選定して差し支え
ない。ただし、転写率の高いトナーを使用する場合にはクリーニング装置を使用しない態
様もありえる。
【００２８】
　また、中間転写ベルト２は図１に示すように１２個の張架ロール１０１～１１２に掛け
渡されるものであって、現像装置とクリーニング装置との間に位置する感光体ドラム面に
沿う形でニップ部を形成するように密着配置されている。尚、張架された状態における中
間転写ベルト２の周長をＣ、張架されていない状態における中間転写ベルト２の周長をｃ
としたとき、下記式（３）で表される張架率が２～５％であることが好ましい。
　　　張架率（％）＝（Ｃ－ｃ）／ｃ×１００　　　式（３）
【００２９】
　ここで、この中間転写ベルト２と感光体ドラム１１～１４とは別駆動系で駆動されてい
てもよいが、本実施の形態では、中間転写ベルトが弾性ベルトであり、しかも、感光体ド
ラムの周面に沿って接触配置されていることから、中間転写ドラム２又は感光体ドラム１
１～１４の一方を駆動源とし、他方を従動回転する態様とすることが好ましい。
【００３０】
　そして、中間転写ベルト２が感光体ドラム１１～１４に密着したニップ部には中間転写
ベルト２の裏側から一次転写装置としての一次転写ロール３１～３４が接触配置されてお
り、所定の一次転写バイアスが印加されている。前述の通り、該一次転写バイアスは、中
間転写ベルト２が移動する下流方向（矢印Ａで示される回転方向を示し、図１においては
Ｙ、Ｍ、Ｃの各画像形成ユニットの順）のニップ部ほど低くなるよう設定され、また、前
記式（２）を満たすことが好ましい。
　更に、中間転写ベルト２の張架ロール１１１に対向した部位には、二次転写装置として
の二次転写ロール７が張架ロール１１１をバックアップロールとして対向配置されており
、二次転写ロール７と中間転写ベルト２との接触領域には、図示しない用紙搬送ロール塔
によって記録媒体Ｐが搬送されるよう構成されている。二次転写ロール７には所定の二次
転写バイアスが印加され、バックアップロール１１１を兼用する張架ロールが接地されて
いる。
【００３１】
　また、記録媒体Ｐの進行方向下流側には、図示しない定着装置が備えられ、加圧、加熱
、加圧加熱等の手段により、記録媒体Ｐ上に転写されたトナー画像の定着が行われる。
【００３２】
　ここで、上記画像形成装置において、画像を形成する機構について説明する。
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　例えばＹを例にとって説明すると、感光体ロール１１は帯電ロール４１によって感光体
表面が帯電する。次に入力画像を色分解（図示せず）し、イエロー成分のみをＬ１によっ
て露光することにより、静電潜像を形成する。現像機５１により、イエロートナーを含む
現像剤によって静電潜像を現像する。次に一次転写ロール３１により中間転写ベルト２上
にトナー画像を転写する。なお転写されずに感光体１１上に残ったトナーはクリーニング
ブレード６１を含むクリーニング装置（図示せず）により感光体１１上から除去される。
　これをＭ、Ｃ、ＢＫトナーすなわち感光体１２～１４について行い、４色のトナーの転
写画像が載った中間転写ベルト２を作製し、２次転写ロール７によって記録媒体Ｐ上にト
ナーが像を転写し、定着装置（図示せず）によって定着して画像を得る。
【００３３】
　また、本発明は、各像担持体上に形成されたトナー像を用紙搬送ベルトによって運ばれ
てきた記録媒体上に順次転写し、記録媒体上に画像を重ね合わせる態様としても好適に用
いられる。
　図２は、用紙搬送ベルトを備えた本発明の画像形成装置の一例を示す概略模式図である
。同図はフルカラータンデム方式を採用した画像形成装置であって、感光体ドラム１１～
１４をそれぞれ備えたＹ、Ｍ、Ｃ、ＢＫの各画像形成ユニットと、これらの感光体ドラム
１１～１４からトナー像を転写させるために一定領域にて感光体ドラム１１～１４の形状
に沿うように接触する用紙搬送ベルト３と、感光体ドラム１１～１４上のトナーを用紙搬
送ベルト３によって搬送される記録媒体Ｐ上に転写するための転写ロール１３１～１３４
とを有し、前述の通り、用紙搬送ベルト３は移動する下流方向（矢印Ａで示される回転方
向を示し、図２においてはＹ、Ｍ、Ｃの各画像形成ユニットの順）のニップ部ほどニップ
幅が広くなるよう感光体ドラム１１～１４に接触配置されている。また、トナー破壊防止
の観点から、図２において、ＢＫ画像形成ユニットにおけるニップ部の幅はＣ画像形成ユ
ニットにおけるニップ部の幅より広いことが好ましい。
【００３４】
　尚、各現像ユニットにおける構成、用紙搬送ベルト３の張架方法、用紙搬送ベルト３と
感光体ドラム１１～１４との駆動方法、及び、各転写ロールにて印加される転写バイアス
については図１と同様であるため、ここでは省略する。
【００３５】
　また、記録媒体Ｐの進行方向下流側には、図示しない定着装置が備えられ、加圧、加熱
、加圧加熱等の手段により、記録媒体Ｐ上に転写されたトナー画像の定着が行われる。
【００３６】
　ここで、図２の画像形成装置における画像形成の機構を説明する。例えばＹを例にとっ
て説明すると、感光体ロール１１は帯電ロール４１によって感光体表面が帯電する。次に
入力画像を色分解（図示せず）し、イエロー成分のみをＬ１によって露光することにより
、静電潜像を形成する。現像機５１により、イエロートナーを含む現像剤によって静電潜
像を現像する。次に転写ロール１３１により記録媒体上にトナー画像を転写する。なお転
写されずに感光体１１上に残ったトナーはクリーニングブレード６１を含むクリーニング
装置（図示せず）により感光体１１上から除去される。これをＭ、Ｃ、ＢＫトナー、すな
わち感光体１２～１４について行い、４色のトナーの転写画像を記録媒体Ｐ上に作製し、
定着（図示せず）して画像を得る。
【００３７】
　（弾性ベルト）
　次いで、本発明において、中間転写ベルトや用紙搬送ベルト等として用いられる弾性ベ
ルトについて説明する。
　前記弾性ベルトは弾性を有するベルト基材と、このベルト基材の表面を被覆する導電性
保護層とを備えていることが好ましい。ここで、本発明に用いられるベルト基材としては
、例えばエチレン－プロピレン－ジエン共重合ゴム（ＥＰＤＭ）、天然ゴム（ＮＲ）、イ
ソプレンゴム（ＩＲ）、スチレン－ブタジエン共重合ゴム（ＳＢＲ）、フッ素ゴム（ＦＫ
Ｍ）、シリコーンゴム、エピクロロヒドリンゴム（ＣＨＲ，ＥＣＯ）、多硫化ゴム、ウレ
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タンゴム、及びこれらの２種類以上をブレンドしてなる材料が用いられるが、これに限定
されるものではない。尚、これらの中でも、特にエチレン－プロピレン－ジエン共重合ゴ
ム（ＥＰＤＭ）、スチレン－ブタジエン共重合ゴム（ＳＢＲ）、エピクロロヒドリンゴム
（ＣＨＲ，ＥＣＯ）、ウレタンゴムが好ましく用いられ、また、特に２種類以上をブレン
ドしてなる材料が好適に用いられる。
　また、前記材料は、導電材料（例えばカーボンやその他金属粒子）により抵抗調整され
ていることが好ましい
【００３８】
　前記導電性保護層の材料は、摩擦抵抗減、表面粗さ低減による残留トナークリーニング
性の向上という目的を達成できるものであれば、特に限定されるものではないが、一般的
に、粉末を含む導電性塗料を塗布することにより構成される。
　前記粉末としては、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレ
ン－パーフルオロアルキルビニルエーテル（ＰＦＡ）等が挙げられ、これらの中でも、テ
トラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル（ＰＦＡ）が特に好ましい
。
　前記導電性塗料に用いられる樹脂としては、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、フルオロシ
リコーン樹脂、ポリアセタール樹脂、ウレタンエマルジョン塗料、エチレン－酢酸ビニル
共重合体、アルコール可溶性ナイロン樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル
樹脂等が挙げられこれらの中でも、フッ素系樹脂及びシリコーン系樹脂が好ましく、特に
ジメチルシリコーン樹脂、メチルフェニルシリコーン系樹脂が好ましい。
【００３９】
　前記、導電性塗料を塗布する方法としては、スプレー法、静電法、ディッピング法、あ
るいはロールコーター法、カーテンフロー法等が挙げられる。
【００４０】
　次に、弾性ベルトの製造方法の一例を説明する。前記ベルト基材の材料に、導電性材料
を始め各種添加剤を添加した後、円筒上に押し出し成形し、次いで、一次加硫を行い、更
に２次加硫を行う。加硫は高圧蒸気缶加硫が好適であるが、無圧オーブン加硫、プレス加
硫等の他の加硫方法であってもよい。加硫条件は、使用するゴム成分や配合量に応じて変
化するが、通常１３０～１７０℃で０．５～６時間行うのがよい。また、２次加硫は、例
えば熱風オーブン中で１３０～２００℃で０．５～８時間程度行うのがよい。本発明の弾
性ベルトは所定の長さにカットされ、表面及び裏面は研磨仕上げされる。
【００４１】
　（静電荷像現像用トナー）
　次に、使用するトナーについて説明する。本発明の画像形成装置に用いるトナーは、少
なくとも、結着樹脂と着色剤を含み、表面が被覆された（好ましくは無機粒子で被覆され
た）ことを特徴とする。
【００４２】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーは、少なくとも結着樹脂を含むものである。この
場合、トナー中に含まれる結着樹脂は、一般に用いられる高分子単独でも良いし、例えば
結晶性樹脂を混合しても良い。結晶性樹脂を混合する場合、結晶性樹脂の含有量は３０質
量％以下であることが好ましい。トナー中に含まれる結晶性樹脂の含有量が３０質量％を
越える場合、転写ニップ通過後の感光体上に残留したトナーの変形量が大きくなり、トナ
ーの感光体への付着による画像抜けという画質障害が発生する場合がある。
【００４３】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーのガラス転移温度は、４５～７０℃の範囲内であ
ることが好ましく、５０～７０℃の範囲内であることがより好ましい。トナーは、ガラス
転移温度を境にして圧力に対する変形を生じやすくなるため、ガラス転移温度以上の温度
環境下では転写ニップ通過後の感光体上に残留したトナーの変形量が大きくなる傾向があ
る。近年の装置の小型化により装置内で発生する熱は留まりやすくなる傾向があるため、
前記変形量を抑制するためには、比較的高いガラス転移温度が必要である。
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　このガラス転移温度ははＪＩＳ　Ｋ－７１２１:８７の「プラスチックの転移温度測定
方法」に基いて入力補償示差走査熱量測定の融解ピーク温度として求めることができる。
【００４４】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーの体積平均粒径としては、３～８μｍが好ましく
、４～７μｍがより好ましく、また、個数平均粒径としては、３～７μｍが好ましく、４
～６μｍがより好ましい。
　前記体積平均粒径および個数平均粒径の測定は、コールターマルチサイザーＩＩ型（ベ
ックマン－コールター社製）を用いて、１００μｍのアパーチャー径で測定することによ
り得ることができる。この時、測定はトナーを電解質水溶液（アイソトン－II：ベックマ
ン－コールター社製）に分散させ、超音波により３０秒分散させた後に行う。平均粒径を
、粒度分布を基にして分割された粒度範囲に対して体積及び個数に関し小径側から累積分
布を描いて累積５０％となる点を体積平均粒径及び個数平均粒径とする。
【００４５】
　また、本発明における静電荷像現像用トナーは、下記式（４）で表わされる球状係数（
ＳＦ）の値が１４０未満であることが好ましく、更には１３５以下であることがより好ま
しく、１３０以下であることが特に好ましい。
　上記球状係数ＳＦは、トナー製造時の加熱条件、具体的には加熱時間と加熱温度によっ
て制御することができ、一般的に加熱時間が長く、また加熱温度が高ければ球状に近い形
状になる。前記範囲であることにより、転写時の残留トナー量を減らすことができ、また
球状に近いため、トナー粒子内部に応力が残らず、トナーの変形が生じにくいとの利点が
ある。
【００４６】
　　　ＳＦ＝（πＬ２／４Ａ）×１００　　　式（４）
（式（４）において、Ｌは静電荷像現像用トナーの最大直径（μｍ）であり、Ａは静電荷
像現像用トナーの投影面積（μｍ２）である。）
【００４７】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーを構成する成分としては、既述したように少なく
とも、結着樹脂と着色剤とを含むものであれば特に限定されないが、必要に応じて、離型
剤等の他の成分を含んでいてもよい。また、本発明のトナーの製造方法は特に限定される
ものではないが湿式法を用いることが好ましい。以下に、本発明のトナーの構成成分や製
造方法について詳細にする。
【００４８】
－結着樹脂－
　本発明の画像形成装置に用いるトナーに用いられる結着樹脂は重合性単量体を単独、ま
たは共重合することにより用いることができる。前記重合性単量体の具体例としては、ス
チレン、パラクロロスチレン、α－メチルスチレン等のスチレン類の単独重合体または共
重合体；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸メチル、
メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウリル、メタクリル酸
２－エチルヘキシル等のビニル基を有するエステル類の単独重合体または共重合体；アク
リロニトリル、メタクリロニトリル等のビニルニトリル類の単独重合体または共重合体；
ビニルメチルエーテル、ビニルイソブチルエーテル等のビニルエーテル類の単独重合体ま
たは共重合体；ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルイソプロペニルケトン
類の単独重合体または共重合体；エチレン、プロピレン、ブタジエン、イソプレン等のオ
レフィン類の単独重合体または共重合体；などが挙げられる。
【００４９】
　またメチルシリコーン、メチルフェニルシリコーン等を含むシリコーン樹脂、ビスフェ
ノール、グリコール等を含有するポリエステル、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ
アミド樹脂、セルロース樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリカーボネート樹脂等を用いてもよ
い。
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【００５０】
　具体的には、前記重合性単量体のうち、スチレン、パラクロロスチレン、α－メチルス
チレン等のスチレン類；アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル等の短鎖アクリル酸アル
キルエステル等と、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリ
ル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウリル
、メタクリル酸２－エチルヘキシル等を組み合わせて共重合させたものを用いることが好
ましい。
【００５１】
　また、結着樹脂は架橋させても良い。架橋させることによりトナーの作製時における形
状を整えることが可能となる。つまり、樹脂成分は加熱により球状になりやすいが、架橋
させることにより、球状への変化を抑制することができるため、形状を整えることができ
る。
【００５２】
　前記結着樹脂を架橋させるための架橋剤の具体例としては、ジビニルベンゼン、ジビニ
ルナフタレン等の芳香族の多ビニル化合物類；フタル酸ジビニル、イソフタル酸ジビニル
、テレフタル酸ジビニル、ホモフタル酸ジビニル、トリメシン酸ジビニル／トリビニル、
ナフタレンジカルボン酸ジビニル、ビフェニルカルボン酸ジビニル等の芳香族多価カルボ
ン酸の多ビニルエステル類；ピリジンジカルボン酸ジビニル等の含窒素芳香族化合物のジ
ビニルエステル類；ピロムチン酸ビニル、フランカルボン酸ビニル、ピロール－２－カル
ボン酸ビニル、チオフェンカルボン酸ビニル等の不飽和複素環化合物カルボン酸のビニル
エステル類；ブタンジオールメタクリレート、ヘキサンジオールアクリレート、オクタン
ジオールメタクリレート、デカンジオールアクリレート、ドデカンジオールメタクリレー
ト等の直鎖多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類；ネオペンチルグリコールジ
メタクリレート、２－ヒドロキシ－１，３－ジアクリロキシプロパン等の分枝、置換多価
アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類；ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、ポリプロピレンポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート類；コハク酸ジ
ビニル、フマル酸ジビニル、マレイン酸ビニル／ジビニル、ジグリコール酸ジビニル、イ
タコン酸ビニル／ジビニル、アセトンジカルボン酸ジビニル、グルタル酸ジビニル、３，
３’－チオジプロピオン酸ジビニル、ｔｒａｎｓ－アコニット酸ジビニル／トリビニル、
アジピン酸ジビニル、ピメリン酸ジビニル、スベリン酸ジビニル、アゼライン酸ジビニル
、セバシン酸ジビニル、ドデカン二酸ジビニル、ブラシル酸ジビニル等の多価カルボン酸
の多ビニルエステル類；等が挙げられる。
【００５３】
　尚、本明細書において、「（メタ）アクリレート」とは、「アクリレート及びメタクリ
レート」を示し、「（メタ）アクリル」とは、「アクリル及びメタクリル」を示す。
【００５４】
　本発明において、前記架橋剤は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用して用いても
よい。また、前記架橋剤のうち、本発明における架橋剤としては、重合が通常の重合性単
量体に比較して遅いことが求められるために、ブタンジオールメタクリレート、ヘキサン
ジオールアクリレート、オクタンジオールメタクリレート、デカンジオールアクリレート
、ドデカンジオールメタクリレート等の直鎖多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステ
ル類；ネオペンチルグリコールジメタクリレート、２－ヒドロキシ－１，３－ジアクリロ
キシプロパン等の分枝、置換多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類；ポリエチ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレンポリエチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート類などを用いることが好ましい。
【００５５】
　前記架橋剤の好ましい含有量は、重合性単量体総量の０．０５～５質量％の範囲が好ま
しく、０．１～１．０質量％の範囲がより好ましい。
【００５６】
本発明におけるトナーに用いる結着樹脂を重合性単量体のラジカル重合により製造する場
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合の重合開始剤は以下のものを挙げることができる。
【００５７】
　ここで用いるラジカル重合用開始剤としては、特に制限はない。具体的には、過酸化水
素、過酸化アセチル、過酸化クミル、過酸化ｔｅｒｔ－ブチル、過酸化プロピオニル、過
酸化ベンゾイル、過酸化クロロベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過酸化ブロモメ
チルベンゾイル、過酸化ラウロイル、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カ
リウム、ペルオキシ炭酸ジイソプロピル、テトラリンヒドロペルオキシド、１－フェニル
－２－メチルプロピル－１－ヒドロペルオキシド、過トリフェニル酢酸ｔｅｒｔ－ブチル
ヒドロペルオキシド、過蟻酸ｔｅｒｔ－ブチル、過酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、過安息香酸ｔ
ｅｒｔ－ブチル、過フェニル酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、過メトキシ酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、
過Ｎ－（３－トルイル）カルバミン酸ｔｅｒｔ－ブチル等の過酸化物類；
【００５８】
２，２’－アゾビスプロパン、２，２’－ジクロロ－２，２’－アゾビスプロパン、１，
１’－アゾ（メチルエチル）ジアセテート、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン
）塩酸塩、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）硝酸塩、２，２’－アゾビスイ
ソブタン、２，２’－アゾビスイソブチルアミド、２，２’－アゾビスイソブチロニトリ
ル、２，２’－アゾビス－２－メチルプロピオン酸メチル、２，２’－ジクロロ－２，２
’－アゾビスブタン、２，２’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２，２’－アゾ
ビスイソ酪酸ジメチル、１，１’－アゾビス（１－メチルブチロニトリル－３－スルホン
酸ナトリウム）、２－（４－メチルフェニルアゾ）－２－メチルマロノジニトリル、４，
４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸、３，５－ジヒドロキシメチルフェニルアゾ－２－メ
チルマロノジニトリル、２－（４－ブロモフェニルアゾ）－２－アリルマロノジニトリル
、２，２’－アゾビス－２－メチルバレロニトリル、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉
草酸ジメチル、２，２’－アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、１，１’－アゾ
ビスシクロヘキサンニトリル、２，２’－アゾビス－２－プロピルブチロニトリル、１，
１’－アゾビス－１－クロロフェニルエタン、１，１’－アゾビス－１－シクロヘキサン
カルボニトリル、１，１’－アゾビス－１－シクロへプタンニトリル、１，１’－アゾビ
ス－１－フェニルエタン、１，１’－アゾビスクメン、４－ニトロフェニルアゾベンジル
シアノ酢酸エチル、フェニルアゾジフェニルメタン、フェニルアゾトリフェニルメタン、
４－ニトロフェニルアゾトリフェニルメタン、１，１’－アゾビス－１，２－ジフェニル
エタン、ポリ（ビスフェノールＡ－４，４’－アゾビス－４－シアノペンタノエート）、
ポリ（テトラエチレングリコール－２，２’－アゾビスイソブチレート）等のアゾ化合物
類；１，４－ビス（ペンタエチレン）－２－テトラゼン、１，４－ジメトキシカルボニル
－１，４－ジフェニル－２－テトラゼン等が挙げられる。
【００５９】
　このうち好ましいものは水溶性の化合物であって、具体的には過酸化水素、過酸化アセ
チル、過酸化クミル、過酸化ｔｅｒｔ－ブチル、過酸化プロピオニル、過酸化ベンゾイル
、過酸化クロロベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過酸化ブロモメチルベンゾイル
、過酸化ラウロイル、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム、ペルオ
キシ炭酸ジイソプロピル等である。
【００６０】
　また本発明の結着樹脂にポリエステル樹脂を用いる場合、結晶性ポリエステル樹脂や、
その他すべてのポリエステル樹脂は多価カルボン酸成分と多価アルコール成分とから合成
される。なお、本発明においては、前記ポリエステル樹脂として市販品を使用してもよい
し、適宜合成したものを使用してもよい。
【００６１】
　多価カルボン酸成分としては、例えば、シュウ酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸
、スペリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジカルボン酸、１，１０－デ
カンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン酸、１，１４－テトラデカンジカルボ
ン酸、１，１８－オクタデカンジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸、フタル酸、イソフ
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タル酸、テレフタル酸、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸、マロン酸、メサコニン酸等
の二塩基酸等の芳香族ジカルボン酸、などが挙げられ、さらに、これらの無水物やこれら
の低級アルキルエステルも挙げられるがこの限りではない。
【００６２】
　３価以上のカルボン酸としては、例えば、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，
２，５－ベンゼントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸等、及びこれ
らの無水物やこれらの低級アルキルエステルなどが挙げられる。これらは１種単独で使用
してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６３】
　また、酸成分としては、前述の脂肪族ジカルボン酸や芳香族ジカルボン酸の他に、スル
ホン酸基を持つジカルボン酸成分が含まれていることが好ましい。前記スルホン酸基を持
つジカルボン酸は、顔料等の色材の分散を良好にできる点で有効である。また、樹脂全体
を水に乳化或いは懸濁して、微粒子を作成する際に、スルホン酸基があれば、後述するよ
うに、界面活性剤を使用しないで、乳化或いは懸濁が可能である。
【００６４】
　このようにスルホン基を持つジカルボン酸としては、例えば、２－スルホテレフタル酸
ナトリウム塩、５－スルホイソフタル酸ナトリウム塩、スルホコハク酸ナトリウム塩等が
挙げられるが、これらに限定されない。また、これらの低級アルキルエステル、酸無水物
等も挙げられる。これらスルホン酸基を有する２価以上のカルボン酸成分は、ポリエステ
ルを構成する全カルボン酸成分に対して１～１５モル％、好ましくは２～１０モル％含有
する。含有量が少ないと乳化粒子の経時安定性が悪くなる一方、１５モル％を超えると、
ポリエステル樹脂の結晶性が低下するばかりではなく、凝集後、粒子が融合する工程に悪
影響を与え、トナー径の調整が難しくなるという不具合が生じる。
【００６５】
　多価アルコール成分としては、脂肪族ジオールが好ましく、主鎖部分の炭素数が７～２
０である直鎖型脂肪族ジオールがより好ましい。前記脂肪族ジオールが分岐型では、ポリ
エステル樹脂の結晶性が低下し、融点が降下してしまう為、耐トナーブロッキング性、画
像保存性、及び低温定着性が悪化してしまう場合がある。また、炭素数が７未満であると
、芳香族ジカルボン酸と縮重合させる場合、融点が高くなり、低温定着が困難となること
がある一方、２０を超えると実用上の材料の入手が困難となり易い。前記炭素数としては
１４以下であることがより好ましい。
【００６６】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーに用いられる結晶性ポリエステルの合成に好適に
用いられる脂肪族ジオールとしては、具体的には、例えば、エチレングリコール、１，３
－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナ
ンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ド
デカンジオール、１，１３－トリデカンジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１
，１８－オクタデカンジオール、１，１４－エイコサンデカンジオールなどが挙げられる
が、これらに限定されるものではない。これらのうち、入手容易性を考慮すると１，８－
オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオールが好ましい。
【００６７】
　３価以上のアルコールとしては、例えば、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン、ペンタエリスリトールなどが挙げられる。これらは１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６８】
　多価アルコール成分のうち、前記脂肪族ジオール成の含有量が８０モル％以上であるこ
とが好ましく、より好ましくは、９０％以上である。前記脂肪族ジオール成の含有量が８
０モル％未満では、ポリエステル樹脂の結晶性が低下し、融点が降下する為、耐トナーブ
ロッキング性、画像保存性及び、低温定着性が悪化してしまう場合がある。
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【００６９】
　なお、必要に応じて、酸価や水酸基価の調製等の目的で、酢酸、安息香酸等の１価の酸
や、シクロヘキサノール、ベンジルアルコール等の１価のアルコールも使用することがで
きる。
【００７０】
　ビニル系樹脂の場合、イオン性界面活性剤などを用いて乳化重合やシード重合により樹
脂粒子分散液を容易に調製することができる点で有利である。前記ビニル系モノマーとし
ては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、ケイ皮酸、フマル酸、ビニルス
ルフォン酸、エチレンイミン、ビニルピリジン、ビニルアミンなどのビニル系高分子酸や
ビニル系高分子塩基の原料となるモノマー挙げられる。
【００７１】
　本発明においては、前記樹脂粒子が、前記ビニル系モノマーをモノマー成分として含有
していることが好ましい。本発明においては、これらのビニル系モノマーの中でも、ビニ
ル系樹脂の形成反応の容易性等の点でビニル系高分子酸がより好ましく、具体的にはアク
リル酸、メタクリル酸、マレイン酸、ケイ皮酸、フマル酸などのカルボキシル基を解離基
として有する解離性ビニル系モノマーが、重合度やガラス転移点の制御の点で特に好まし
い。
【００７２】
　なお、前記解離性ビニル系モノマーにおける解離基の濃度は、例えば、高分子ラテック
スの化学（高分子刊行会）に記載されているような、トナー粒子等の粒子を表面から溶解
して定量する方法などにより決定することができる。なお、前記方法等により、粒子の表
面から内部にかけての樹脂の分子量やガラス転移点を決定することもできる。
【００７３】
　一方、本発明の画像形成装置に用いるトナーにおいて、無定形高分子としてポリエステ
ル樹脂を用いる場合には、樹脂の酸価の調整やイオン性界面活性剤などを用いて乳化分散
することにより、樹脂粒子分散液を容易に調製することができる点で有利である。乳化分
散に用いる無定形のポリエステル樹脂は多価カルボン酸と多価アルコールとを脱水縮合し
て合成される。
【００７４】
　多価カルボン酸の例としては、テレフタル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、無水トリ
メリット酸、ピロメリット酸、ナフタレンジカルボン酸、などの芳香族カルボン酸類、無
水マレイン酸、フマール酸、コハク酸、アルケニル無水コハク酸、アジピン酸などの脂肪
族カルボン酸類、シクロヘキサンジカルボン酸などの脂環式カルボン酸類が挙げられる。
これらの多価カルボン酸を１種又は２種以上用いることができる。これら多価カルボン酸
の中、芳香族カルボン酸を使用することが好ましく、また良好なる定着性を確保するため
に架橋構造あるいは分岐構造をとるためにジカルボン酸とともに３価以上のカルボン酸（
トリメリット酸やその酸無水物等）を併用することが好ましい。
【００７５】
　多価アルコールの例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペン
チルグリコール、グリセリン、などの脂肪族ジオール類、シクロヘキサンジオール、シク
ロヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡなどの脂環式ジオール類、ビスフェノー
ルＡのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノールＡのプロピレンオキサイド付加物など
の芳香族ジオール類が挙げられる。これら多価アルコールの１種又は２種以上用いること
ができる。これら多価アルコールの中、芳香族ジオール類、脂環式ジオール類が好ましく
、このうち芳香族ジオールがより好ましい。また良好なる定着性を確保するため、架橋構
造あるいは分岐構造をとるためにジオールとともに３価以上の多価アルコール（グリセリ
ン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール）を併用してもよい。
【００７６】
　なお、多価カルボン酸と多価アルコールとの重縮合によって得られたポリエステル樹脂
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に、さらにモノカルボン酸、および／またはモノアルコールを加えて、重合末端のヒドロ
キシル基、および／またはカルボキシル基をエステル化し、ポリエステル樹脂の酸価を調
整しても良い。モノカルボン酸としては酢酸、無水酢酸、安息香酸、トリクロル酢酸、ト
リフルオロ酢酸、無水プロピオン酸等を挙げることができ、モノアルコールとしてはメタ
ノール、エタノール、プロパノール、オクタノール、２－エチルヘキサノール、トリフル
オロエタノール、トリクロロエタノール、ヘキサフルオロイソプロパノール、フェノール
などを挙げることができる。
【００７７】
　ポリエステル樹脂は上記多価アルコールと多価カルボン酸を常法に従って縮合反応させ
ることによって製造することができる。例えば、上記多価アルコールと多価カルボン酸、
必要に応じて触媒を入れ、温度計、撹拌器、流下式コンデンサを備えた反応容器に配合し
、不活性ガス（窒素ガス等）の存在下、１５０～２５０℃で加熱し、副生する低分子化合
物を連続的に反応系外に除去し、所定の酸価に達した時点で反応を停止させ、冷却し、目
的とする反応物を取得することによって製造することができる。
【００７８】
　このポリエステル樹脂の合成に使用する触媒としては、例えば、ジブチル錫ジラウレー
ト、ジブチル錫オキサイド等の有機金属やテトラブチルチタネート等の金属アルコキシド
などのエステル化触媒が挙げられる。このような触媒の添加量は、原材料の総量に対して
０．０１～１質量％とすることが好ましい。
【００７９】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーに使用される無定形高分子は、テトラヒドロフラ
ン（ＴＨＦ）可溶分のゲルパーミエーションクロマトグラフイー（ＧＰＣ）法による分子
量測定で、重量平均分子量（Ｍｗ）が５０００～１００００００であることが好ましく、
更に好ましくは７０００～５０００００であり、数平均分子量（Ｍｎ）は２０００～１０
００００であることが好ましく、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎが１．５～３０であることが好ま
しく、更に好ましくは２～２０である。
【００８０】
　重量平均分子量及び数平均分子量が上記範囲より小さい場合には、低温定着性には効果
的ではある一方で、耐ホットオフセット性が著しく悪くなるばかりでなく、トナーのガラ
ス転移点を低下させる為、トナーのブロッキング等保存性にも悪影響を及ぼす。一方、上
記範囲より分子量が大きい場合には、耐ホットオフセット性は充分付与できるものの、低
温定着性は低下する他、トナー中に存在する結晶性ポリエステル相の染み出しを阻害する
為、ドキュメント保存性に悪影響を及ぼす可能性がある。したがって、上述の条件を満た
すことによって低温定着性と耐ホットオフセット性、ドキュメント保存性を両立すること
ができる。
【００８１】
　本発明において、樹脂の分子量は、ＴＨＦ可溶物を、東ソー製ＧＰＣ・ＨＬＣ－８１２
０、東ソー製カラム・ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＭ－Ｍ（１５ｃｍ）を使用し、ＴＨＦ
溶媒で測定し、単分散ポリスチレン標準試料により作成した分子量校正曲線を使用して分
子量を算出したものである。
【００８２】
　ポリエステル樹脂の酸価（樹脂１ｇを中和するに必要なＫＯＨのｍｇ数）は、前記のよ
うな分子量分布を得やすいことや、乳化分散法によるトナー粒子の造粒性を確保しやすい
ことや、得られるトナーの環境安定性（温度・湿度が変化した時の帯電性の安定性）を良
好なものに保ちやすいことなどから、１～３０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましい。ポ
リエステル樹脂の酸価は、原料の多価カルボン酸と多価アルコールの配合比と反応率によ
り、ポリエステルの末端のカルボキシル基を制御することによって調整することができる
。あるいは多価カルボン酸成分として無水トリメリット酸を使用することによってポリエ
ステルの主鎖中にカルボキシル基を有するものが得られる。
【００８３】
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　本発明に使用される結晶性ポリエステル樹脂の融点は、３５～１００℃であることが好
ましく、貯蔵安定性とトナーの定着性のバランスの点から、５０～８０℃であることがよ
り好ましい。ガラス転移温度および融点が３５℃未満であると、トナーが貯蔵中又は現像
機中でブロッキング（トナーの粒子が凝集して塊になる現象）を起こしやすい傾向にある
。一方、１００℃を超えると、トナーの定着温度が高くなってしまい好ましくない。
【００８４】
－離型剤－
　本発明のトナーに用いられる離型剤としては、公知の離型剤であれば特に限定されない
が、例えば、カルナウバワックス、ライスワックス、キャンデリラワックス等の天然ワッ
クス、低分子量ポリプロピレン、低分子量ポリエチレン、サゾールワックス、マイクロク
リスタリンワックス、フィッシャートロプシュワックス、パラフィンワックス、モンタン
ワックス等の合成或いは鉱物・石油系ワックス、脂肪酸エステル、モンタン酸エステル等
のエステル系ワックスなどが挙げられるが、これに限定されるものではない。また、これ
らの離型剤は、１種単独で用いても良く、２種以上併用しても良い。
【００８５】
　離型剤の融点は、保存性の観点から、５０℃以上であることが好ましく、６０℃以上で
あることがより好ましい。また、耐オフセット性の観点から、１１０℃以
下であることが好ましく、１００℃以下であることがより好ましい。
【００８６】
　離型剤の含有量は、結着樹脂１００質量部に対して、１から３０質量部の範囲内である
ことが好ましく、２～２０質量部の範囲内であることがより好ましい。
　離型剤の含有量が１質量部未満であると離型剤添加の効果がなく、高温でのホットオフ
セットを引き起こす場合がある。一方、３０質量部を超えると、帯電性に悪影響を及ぼす
他、トナーの機械的強度が低下する為、現像機内でのストレスで破壊されやすくなり、キ
ャリア汚染などを引き起こす場合がある。また、カラートナーとして用いた場合、定着画
像中にドメインが残留し易くなり、ＯＨＰ透明性が悪化するという問題が生じる場合があ
る。
【００８７】
－着色剤－
　本発明の画像形成装置に用いるトナーには着色剤を用いることもできる。本発明のトナ
ーに用いられる着色剤としては、公知の着色剤であれば特に限定されないが、例えば、フ
ァーネスブラック、チャンネルブラック、アセチレンブラック、サーマルブラック等のカ
ーボンブラック、ベンガラ、紺青、酸化チタン等の無機顔料、ファストイエロー、ジスア
ゾイエロー、ピラゾロンレッド、キレートレッド、ブリリアントカーミン、パラブラウン
等のアゾ顔料、銅フタロシアニン、無金属フタロシアニン等のフタロシアニン顔料、フラ
バントロンイエロー、ジブロモアントロンオレンジ、ペリレンレッド、キナクリドンレッ
ド、ジオキサジンバイオレット等の縮合多環系顔料があげられる。
【００８８】
　クロムイエロー、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、スレンイエロー、キノリンイ
エロー、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラロゾンオレンジ、バルカンオレンジ、ウオッ
チヤングレッド、パーマネントレッド、デュポンオイルレッド、リソールレッド、ローダ
ミンＢレーキ、レーキレッドＣ、ローズベンガル、アニリンブルー、ウルトラマリンブル
ー、カルコオイルブルー、メチレンブルークロライド、フタロシアニンブルー、フタロシ
アニングリーン、マラカイトグリーンオクサレート、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド４８：
１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエ
ロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー７４、
Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：３などの種々
の顔料などを例示することができ、これらを１種または２種以上を併せて使用することが
できる。



(17) JP 4862397 B2 2012.1.25

10

20

30

40

50

【００８９】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーにおける、前記着色剤の含有量としては、結着樹
脂１００質量部に対して、１～３０質量部が好ましいが、また、必要に応じて表面処理さ
れた着色剤を使用したり、顔料分散剤を使用することも有効である。前記着色剤の種類を
適宜選択することにより、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、ブラックト
ナー等を得ることができる。
【００９０】
－その他の添加剤－
　本発明の画像形成装置に用いるトナーには、上記したような成分以外にも、更に必要に
応じて内添剤、帯電制御剤、無機粉体（無機微粒子）、有機微粒子等の種々の成分を添加
することができる。
【００９１】
　内添剤としては、例えば、フェライト、マグネタイト、還元鉄、コバルト、ニッケル、
マンガン等の金属、合金、またはこれら金属を含む化合物などの磁性体等が挙げられる。
【００９２】
　帯電制御剤としては、例えば４級アンモニウム塩化合物、ニグロシン系化合物、アルミ
、鉄、クロムなどの錯体からなる染料、トリフェニルメタン系顔料などが挙げられる。ま
た、無機粉体は主にトナーの粘弾性調整を目的として添加され、例えば、シリカ、アルミ
ナ、チタニア、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、燐酸カルシウム、酸化セリウム等の
下記に詳細に列挙するような通常、トナー表面の外添剤として使用されるすべての無機微
粒子が挙げられる。
【００９３】
　本発明の画像形成装置に用いるトナーの表面に外添される無機微粒子としては以下のよ
うなものが挙げられる。例えば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウム、チ
タン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛、ケイ砂
、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、塩化セリウム、ベンガラ、酸化クロム、酸化セ
リウム、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、炭化ケイ素、窒化ケ
イ素等が挙げられる。中でも、シリカ微粒子や酸化チタン微粒子が好ましく、疎水化処理
された微粒子が特に好ましい。
【００９４】
　前記無機微粒子の１次粒子径としては、１～２００ｎｍが好ましく、その添加量として
は、トナー１００質量部に対して、０．０１～２０質量部が好ましい。
【００９５】
＜トナーの製造方法＞
　本発明の画像形成装置に用いるトナーの製造方法は特に限定されるものではないが、湿
式造粒法により作製されることが好ましい。前記湿式造粒法としては、公知の溶融懸濁法
、乳化凝集法、溶解懸濁法等の方法が挙げられるが、本発明においては、これらの中でも
乳化凝集法が好適に用いられる。乳化凝集法を用いる場合、本発明の静電荷像現像用トナ
ーの製造方法は、少なくとも結晶性ポリエステル微粒子を含む分散液中で、前記結晶性ポ
リエステルを含む凝集粒子を形成する凝集工程と、前記凝集粒子の表面に無定形高分子微
粒子を付着させる付着工程とを、少なくとも含むものであることが好ましく、さらに、前
記凝集粒子を加熱することにより融合させる融合工程を含むことがより好ましい。以下、
各工程について詳細に説明する。
【００９６】
－乳化工程－
　前記乳化工程において、原料分散液は、結着樹脂の乳化粒子（以下、「樹脂粒子」と略
す）と、水系媒体および必要に応じて着色剤や離型剤を含む分散液とを混合した溶液に、
剪断力を与えることにより形成される。したがって結着樹脂は原料分散液中にあらかじめ
樹脂粒子として分散させておく必要がある。
【００９７】
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　前記樹脂粒子の平均粒径としては、通常１μｍ以下であり、０．０１～１μｍであるの
が好ましい。前記平均粒径が１μｍを越えると、最終的に得られる静電荷像現像用トナー
の粒径分布が広くなったり、遊離粒子の発生が生じ、性能や信頼性の低下を招き易い。一
方、前記平均粒径が前記範囲内にあると前記欠点がない上、トナー間の偏在が減少し、ト
ナー中の分散が良好となり、性能や信頼性のバラツキが小さくなる点で有利である。なお
、前記平均粒径は、例えばレーザー散乱式粒度分布測定機などを用いて測定することがで
きる。
【００９８】
　前記分散液における分散媒としては、例えば、前記懸濁重合法における分散時の安定化
、前記乳化重合凝集法における樹脂粒子分散液、着色剤分散液、及び離型剤分散液の分散
安定を目的として界面活性剤を用いることができる。
　前記界面活性剤としては、例えば硫酸エステル塩系、スルホン酸塩系、リン酸エステル
系、せっけん系等のアニオン界面活性剤；アミン塩型、４級アンモニウム塩型等のカチオ
ン界面活性剤；ポリエチレングリコール系、アルキルフェノールエチレンオキサイド付加
物系、多価アルコール系等の非イオン系界面活性剤；などが挙げられる。これらの中でも
イオン性界面活性剤が好ましく、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤がより好
ましい。
【００９９】
　本発明に用いられるトナーにおいては、一般的にはアニオン系界面活性剤は分散力が強
く、樹脂粒子、着色剤の分散に優れているため、離型剤を分散させるための界面活性剤と
してアニオン系界面活性剤を用いることが好ましい。
　また、非イオン系界面活性剤は、前記アニオン系界面活性剤またはカチオン系界面活性
剤と併用されるのが好ましい。前記界面活性剤は、１種単独で使用してもよいし、２種以
上を併用して使用してもよい。
【０１００】
　前記アニオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリン酸カリウム、オレイン酸ナトリ
ウム、ヒマシ油ナトリウム等の脂肪酸セッケン類；オクチルサルフェート、ラウリルサル
フェート、ラウリルエーテルサルフェート、ノニルフェニルエーテルサルフェート等の硫
酸エステル類；ラウリルスルホネート、ドデシルベンゼンスルホネート、トリイソプロピ
ルナフタレンスルホネート、ジブチルナフタレンスルホネートなどのアルキルナフタレン
スルホン酸ナトリウム；ナフタレンスルホネートホルマリン縮合物、モノオクチルスルホ
サクシネート、ジオクチルスルホサクシネート、ラウリン酸アミドスルホネート、オレイ
ン酸アミドスルホネート等のスルホン酸塩類；ラウリルホスフェート、イソプロピルホス
フェート、ノニルフェニルエーテルホスフェート等のリン酸エステル類；ジオクチルスル
ホコハク酸ナトリウムなどのジアルキルスルホコハク酸塩類；スルホコハク酸ラウリル２
ナトリウム等のスルホコハク酸塩類；などが挙げられる。
【０１０１】
　前記カチオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリルアミン塩酸塩、ステアリルアミ
ン塩酸塩、オレイルアミン酢酸塩、ステアリルアミン酢酸塩、ステアリルアミノプロピル
アミン酢酸塩等のアミン塩類；ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド、ジラウリル
ジメチルアンモニウムクロライド、ジステアリルジメチルアンモニウムクロライド、ジス
テアリルジメチルアンモニウムクロライド、ラウリルジヒドロキシエチルメチルアンモニ
ウムクロライド、オレイルビスポリオキシエチレンメチルアンモニウムクロライド、ラウ
ロイルアミノプロピルジメチルエチルアンモニウムエトサルフェート、ラウロイルアミノ
プロピルジメチルヒドロキシエチルアンモニウムパークロレート、アルキルベンゼントリ
メチルアンモニウムクロライド、アルキルトリメチルアンモニウムクロライド等の４級ア
ンモニウム塩類；などが挙げられる。
【０１０２】
　前記非イオン性界面活性剤の具体例としては、ポリオキシエチレンオクチルエーテル、
ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオ
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キシエチレンオレイルエーテル等のアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフ
ェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル等のアルキルフェニルエー
テル類；ポリオキシエチレンラウレート、ポリオキシエチレンステアレート、ポリオキシ
エチレンオレート等のアルキルエステル類；ポリオキシエチレンラウリルアミノエーテル
、ポリオキシエチレンステアリルアミノエーテル、ポリオキシエチレンオレイルアミノエ
ーテル、ポリオキシエチレン大豆アミノエーテル、ポリオキシエチレン牛脂アミノエーテ
ル等のアルキルアミン類；ポリオキシエチレンラウリン酸アミド、ポリオキシエチレンス
テアリン酸アミド、ポリオキシエチレンオレイン酸アミド等のアルキルアミド類；ポリオ
キシエチレンヒマシ油エーテル、ポリオキシエチレンナタネ油エーテル等の植物油エーテ
ル類；ラウリン酸ジエタノールアミド、ステアリン酸ジエタノールアミド、オレイン酸ジ
エタノールアミド等のアルカノールアミド類；ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレ
ート、ポリオキシエチレンソルビタンモノパルミエート、ポリオキシエチレンソルビタン
モノステアレート、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート等のソルビタンエステ
ルエーテル類；などが挙げられる。
【０１０３】
　前記界面活性剤の樹脂粒子分散液、着色剤分散液、離型剤分散液中における含有量とし
ては、本発明を阻害しない程度であればよく、一般的には少量であり、具体的には０．０
１～１０質量％であることが好ましく、０．０５～５質量％の範囲であることがより好ま
しく、０．１～２質量％であることが更に好ましい。前記界面活性剤の含有量が０．０１
質量％未満であると、樹脂粒子分散液、着色剤分散液、離型剤分散液等の各分散液が不安
定になる場合があり、そのため凝集を生じたり、また凝集時に各粒子間の安定性が異なる
ため、特定粒子の遊離が生じる場合がある。一方、前記界面活性剤の含有量が１０質量％
を超えると、粒子の粒度分布が広くなったり、また、粒子径の制御が困難になる場合があ
る。一般的には粒子径の大きい懸濁重合トナー分散物は、界面活性剤の使用量は少量でも
安定である。
【０１０４】
　また、前記懸濁重合法に用いる前記分散安定剤としては、難水溶性で親水性の無機微粉
末を用いることができる。使用できる無機微粉末としては、シリカ、アルミナ、チタニア
、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リン酸３カルシウム（ヒドロキシアパタイト）、
クレイ、ケイソウ土、ベントナイト等が挙げられる。これらの中でも炭酸カルシウム、リ
ン酸３カルシウム等は微粒子の粒度形成の容易さと、除去の容易さの点で好ましい。
　更に、常温固体の水性ポリマー等も用いることができる。具体的には、カルボキシメチ
ルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等のセルロース系化合物、ポリビニルアル
コール、ゼラチン、デンプン、アラビアゴム等が使用できる。例えば水系媒体や有機溶剤
などが挙げられる。前記水系媒体としては、例えば、蒸留水、イオン交換水等の水、アル
コール類などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用し
てもよい。
【０１０５】
　前記樹脂粒子が、前記ビニル基を有するエステル類、前記ビニルニトリル類、前記ビニ
ルエーテル類、前記ビニルケトン類等のビニル系単量体の単独重合体又は共重合体（ビニ
ル系樹脂）である場合には、前記ビニル系単量体をイオン性界面活性剤中で乳化重合やシ
ード重合等することにより、ビニル系単量体の単独重合体又は共重合体（ビニル系樹脂）
製の樹脂粒子をイオン性界面活性剤に分散させてなる分散液が調製される。
【０１０６】
　前記樹脂粒子が、前記ビニル系単量体の単独重合体又は共重合体以外の樹脂である場合
には、該樹脂が、水への溶解度が比較的低い油性溶剤に溶解するのであれば、該樹脂を該
油性溶剤に溶解させ、この溶液を、ホモジナイザー等の分散機を用いてイオン性界面活性
剤や高分子電解質と共に水中に微粒子分散し、その後、加熱又は減圧して該油性溶剤を蒸
散させることにより、ビニル系樹脂以外の樹脂製の樹脂粒子をイオン性界面活性剤に分散
させてなる分散液が調製される。
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【０１０７】
　一方、前記樹脂粒子が、ポリエステル樹脂である場合、中和によりアニオン型となり得
る官能基を含有した、自己水分散性をもっている場合、親水性となり得る官能基の一部又
は全部が塩基で中和された、水性媒体の作用下で安定した水分散体を形成できる。ポリエ
ステル樹脂において中和により親水性基と成り得る官能基はカルボキシル基やスルフォン
基等の酸性基である為、中和剤としては例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水
酸化リチウム、水酸化カルシウム、炭酸ナトリウム、アンモニア等の無機塩基や、ジエチ
ルアミン、トリエチルアミン、イソプロピルアミンなどの有機塩基が挙げられる。
【０１０８】
　また、結着樹脂として、それ自体水に分散しない、すなわち自己水分散性を有しないポ
リエステル樹脂を用いる場合には、後述する離型剤と同様、樹脂溶液及び又はそれと混合
する水性媒体に、イオン性界面活性剤、高分子酸、高分子塩基等の高分子電解質と共に分
散し、融点以上に加熱し、強い剪断力を印加可能なホモジナイザーや圧力吐出型分散機を
用いて処理すると、容易に１μｍ以下の微粒子にされ得る。このイオン性界面活性剤や高
分子電解質を用いる場合には、その水性媒体中における濃度は、０．５～５質量％程度に
なるようにするのが適当である。
【０１０９】
　前記乳化工程で、樹脂分散液と混合される着色剤としては、既述した着色剤を用いるこ
とができる。前記着色剤の分散方法としては、任意の方法、例えば回転せん断型ホモジナ
イザーや、メディアを有するボールミル、サンドミル、ダイノミルなどの一般的な分散方
法を使用することができ、なんら制限されるものではない。必要に応じて、界面活性剤を
使用してこれら着色剤の水分散液を調製したり、分散剤を使用してこれら着色剤の有機溶
剤分散液を調製したりすることもできる。以下、かかる着色剤の分散液のことを、「着色
粒子分散液」という場合がある。分散に用いる界面活性剤や分散剤としては、前記結着樹
脂を分散させる際に用い得る分散剤と同様のものを用いることができる。
【０１１０】
　前記着色剤の添加量としては、前記ポリマーの総量に対して１～２０質量％とすること
が好ましく、１～１０質量％とすることがより好ましく、２～１０質量％とすることがさ
らに好ましく、２～７質量％とすることが特に好ましく、定着後における画像表面の平滑
性を損なわない範囲でできるだけ多い方が好ましい。着色剤の含有量を多くすると、同じ
濃度の画像を得る際、画像の厚みを薄くすることができ、オフセットの防止の点で有利で
ある。また、これらの着色剤は、その他の微粒子成分と共に混合溶媒中に一度に添加して
もよいし、分割して多段回で添加してもよい。
【０１１１】
　前記乳化工程で、樹脂分散液と混合される離型剤としては、既述した離型剤を用いるこ
とができる。離型剤は、自己水分散性をもたないポリエステル樹脂を乳化分散する場合と
同様、水中にイオン性界面活性剤等と共に分散し、融点以上に加熱し、強い剪断力を印加
可能なホモジナイザーや圧力吐出型分散機を用いて、１μｍ以下の分散微粒子径に調整に
される。離型剤分散液における分散媒としては、結着樹脂の分散媒と同様のものを用いる
ことができる。
【０１１２】
　本発明において前記結着樹脂や離型剤を水性媒体と混合して、乳化分散させる装置とし
ては、例えばホモミキサー（特殊機化工業株式会社）、あるいはスラッシャー（三井鉱山
株式会社）、キャビトロン（株式会社ユーロテック）、マイクロフルイダイザー（みずほ
工業株式会社）、マントン・ゴーリンホミジナイザー（ゴーリン社）、ナノマイザー（ナ
ノマイザー株式会社）、スタティックミキサー（ノリタケカンパニー）などの連続式乳化
分散機等が挙げられる。
【０１１３】
　前記乳化工程における結着樹脂分散液に含まれる樹脂粒子の含有量及び、着色剤及び離
型剤の分散液における、着色剤、離型剤それぞれの含有量は通常、５～５０質量％であり
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、好ましくは１０～４０質量％である。前記含有量が前記範囲外にあると、粒度分布が広
がり、特性が悪化する場合がある。
【０１１４】
　なお、本発明において、目的に応じて、前記結着樹脂分散液に、既述したような内添剤
、帯電制御剤、無機粉体等のその他の成分が分散させておいても良い。なお、本発明にお
ける帯電制御剤としては、凝集工程や融合工程の安定性に影響するイオン強度の制御と廃
水汚染減少の点で、水に溶解しにくい素材のものが好ましい。
【０１１５】
　前記その他の成分の平均粒径としては、通常１μｍ以下であり、０．０１～１μｍであ
ることが好ましい。前記平均径が１μｍを超えると、最終的に得られる静電荷像現像用ト
ナーの粒径分布が広くなったり、遊離粒子の発生が生じ、性能や信頼性の低下を招きやす
い。一方、前記平均粒径が前記範囲内にあると前記欠点がない上、トナー間の偏在が減少
し、トナー中の分散が良好となり性能や信頼性のばらつきが小さくなる点で有利である。
【０１１６】
－凝集工程－
　凝集工程においては、乳化工程で得られた樹脂粒子、及び着色剤、離型剤の分散液を混
合し（以下この混合液を「原料分散液」という）、前記結着樹脂の融点付近の温度で、か
つ融点以下の温度にて加熱してそれぞれの分散粒子を凝集させた凝集粒子を形成する。
【０１１７】
　凝集粒子の形成は、回転せん断型ホモジナイザーで攪拌下、室温で凝集剤を添加し、原
料分散液のｐＨを酸性にすることによってなされる。当該ｐＨとしては、結着樹脂の無定
形高分子としてビニル系共重合体を用いる場合には、３．５～６が好ましく、４～６がよ
り好ましい。
【０１１８】
　一方、結着樹脂（無定形高分子）としてポリエステル樹脂を用いる場合、原料分散液を
調整する前のポリエステル樹脂の乳化分散液のｐＨが７～８である為、ｐＨ３～５である
結晶性ポリエステル樹脂の乳化分散液や着色剤、離型剤分散液を混合すると、極性のバラ
ンスが崩れて、緩凝集が生じてしまう。そこで、原料分散液を混合した時点で、ｐＨを４
～６に調整して加熱し、凝集粒子を形成させる。
【０１１９】
　前記凝集工程に用いられる凝集剤は、前記分散剤に用いる界面活性剤と逆極性の界面活
性剤、無機金属塩の他、２価以上の金属錯体を好適に用いることができる。特に、金属錯
体を用いた場合には界面活性剤の使用量を低減でき、帯電特性が向上するため特に好まし
い。
【０１２０】
　前記無機金属塩としては、例えば、塩化カルシウム、硝酸カルシウム、塩化バリウム、
塩化マグネシウム、塩化亜鉛、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウムなどの金属塩、およ
び、ポリ塩化アルミニウム、ポリ水酸化アルミニウム、多硫化カルシウム等の無機金属塩
重合体などが挙げられる。その中でも特に、アルミニウム塩およびその重合体が好適であ
る。よりシャープな粒度分布を得るためには、無機金属塩の価数が１価より２価、２価よ
り３価、３価より４価の方が、また、同じ価数であっても重合タイプの無機金属塩重合体
の方が、より適している。また、凝集工程においては、加熱による急凝集を抑える為に、
室温で攪拌混合している段階でｐＨ調整を行ない、必要に応じて分散安定剤を添加するこ
とが好ましい（以下、この段階を「プレ凝集工程」という）。このプレ凝集工程に用いる
分散安定剤としては、極性を変えないようにする為、公知の非イオン性界面活性剤を１～
３％添加することが好ましい。分散安定剤を添加しない場合、加熱凝集工程において、原
料粒子の微粉の取り込みが悪くなり、結果として粒度分布がブロードになってしまうとい
う不具合がある。また、分散安定剤はプレ凝集工程と加熱凝集工程との両方に分けて添加
しても効果的である。
【０１２１】
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－付着工程－
　付着工程では、上記した凝集工程を経て形成された結晶性ポリエステルを含む凝集粒子
（以下、「コア凝集粒子」と略す）の表面に無定形高分子粒子を付着させることにより被
覆層を形成する（以下、コア凝集粒子表面に被覆層を設けたものを「付着凝集粒子」と略
す）。なお、この被覆層は、後述する融合工程を経て形成される本発明のトナーの表面層
に相当するものである。被覆層の形成は、凝集工程においてコア凝集粒子を形成した分散
液中に、無定形高分子粒子を含む分散液を追添加することにより行うことができ、必要に
応じて他の成分も同時に追添加してもよい。付着工程においても、用いる無定形高分子に
応じて凝集工程と同様にｐＨや凝集剤を選択し、付着凝集粒子中に含まれる２種以上の結
着樹脂のうち、最も融点の低い結着樹脂の融点以下の温度にて加熱し付着凝集粒子を得る
ことができる。また、この付着工程は、プレ凝集の段階で凝集粒子に取り込まれなかった
原料微粒子を凝集に導くことにおいても有効である。
【０１２２】
－融合工程－
　融合工程においては、凝集工程と同様の攪拌下で、付着凝集粒子の懸濁液のｐＨを６．
５～８．５の範囲にすることにより、凝集の進行を止めた後、結着樹脂の融点以上の温度
で加熱を行うことにより付着凝集粒子を融合させる。なお、付着凝集粒子を含む分散液の
液性にもよるが、凝集を停止するｐＨが適性なｐＨでないと、融合させる為の昇温過程で
、付着凝集粒子がばらけてしまい収率が悪くなる。また、融合工程は、必要に応じて凝集
工程を得た後に実施してもよい。
【０１２３】
　融合時の加熱の温度としては、付着凝集粒子中に含まれる結着樹脂の軟化点または融点
以上であれば問題無い。前記加熱の時間としては、融合が十分に為される程度行えばよく
、０．５～１．５時間程度行えばよい。それ以上時間を掛けるとコア凝集粒子に含まれる
結着樹脂以外の成分がトナー表面ヘ露出し易くなってしまう。したがって、定着性、ドキ
ュメント保存性には効果的であるが、帯電性に悪影響を及ぼすため、長時間加熱するのは
好ましくない。
【０１２４】
　融合して得た融合粒子は、ろ過などの固液分離工程や、必要に応じて洗浄工程、乾燥工
程を経てトナーの粒子とすることができる。この場合、トナーとして十分な帯電特性、信
頼性を確保するために、洗浄工程において、十分に洗浄することが好ましい
【０１２５】
　乾燥工程では、通常の振動型流動乾燥法、スプレードライ法、凍結乾燥法、フラッシュ
ジェット法など、任意の方法を採用することができる。トナーの粒子は、乾燥後の含水分
率を１．０質量％以下、好ましくは０．５％質量以下に調整することが望ましい。
【０１２６】
＜現像剤＞
　本発明の画像形成装置は前述のトナーを、そのまま一成分現像剤として、あるいは二成
分現像剤として用いる。二成分現像剤として用いる場合にはキャリアと混合して使用され
る。二成分現像剤に使用し得るキャリアとしては、特に制限はなく、公知のキャリアを用
いることができる。例えば酸化鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マグ
ネタイト等の磁性酸化物や、これら芯材表面に樹脂被覆層を有する樹脂コートキャリア、
磁性粉分散型キャリア等を挙げることができる。またマトリックス樹脂に導電材料などが
分散された樹脂分散型キャリアであってもよい。
【０１２７】
　キャリアに使用される被覆樹脂・マトリックス樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリスチレン、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチ
ラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン、塩化ビニル－酢酸ビ
ニル共重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、オルガノシロキサン結合からなるストレ
ートシリコーン樹脂またはその変性品、フッ素樹脂、ポリエステル、ポリカーボネート、
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フェノール樹脂、エポキシ樹脂等を例示することができるが、これらに限定されるもので
はない。
【０１２８】
　導電材料としては、金、銀、銅といった金属やカーボンブラック、更に酸化チタン、酸
化亜鉛、硫酸バリウム、ホウ酸アルミニウム、チタン酸カリウム、酸化スズ、カーボンブ
ラック等を例示することができるが、これらに限定されるものではない。
【０１２９】
　またキャリアの芯材としては、鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マ
グネタイト等の磁性酸化物、ガラスビーズ等が挙げられるが、キャリアを磁気ブラシ法に
用いるためには、磁性材料であることが好ましい。キャリアの芯材の体積平均粒径として
は、一般的には１０～５００μｍであり、好ましくは３０～１００μｍである。
【０１３０】
　またキャリアの芯材の表面に樹脂被覆するには、前記被覆樹脂、および必要に応じて各
種添加剤を適当な溶媒に溶解した被覆層形成用溶液により被覆する方法が挙げられる。溶
媒としては、特に限定されるものではなく、使用する被覆樹脂、塗布適性等を勘案して適
宜選択すればよい。
【０１３１】
　具体的な樹脂被覆方法としては、キャリアの芯材を被覆層形成用溶液中に浸漬する浸漬
法、被覆層形成用溶液をキャリアの芯材表面に噴霧するスプレー法、キャリアの芯材を流
動エアーにより浮遊させた状態で被覆層形成用溶液を噴霧する流動床法、ニーダーコータ
ー中でキャリアの芯材と被覆層形成溶液とを混合し、溶剤を除去するニーダーコーター法
が挙げられる。
【０１３２】
　前記二成分現像剤における本発明のトナーと上記キャリアとの混合比（質量比）として
は、トナー：キャリア＝１：１００～３０：１００程度の範囲であり、３：１００～２０
：１００程度の範囲がより好ましい。
【実施例】
【０１３３】
　以下に本発明を実施例を挙げてより具体的に説明する。但し、本発明は以下の実施例に
限定されるものではない。また、実施例中において「部」は質量基準である。
【０１３４】
　各々の実施例および比較例においては、図１に示す本発明の画像形成装置を用いて行っ
た。なお、Ｙ（イエロー）、Ｍ（マゼンタ）、Ｃ（シアン）、ＢＫ（黒）の４色のトナー
は、以下のように製造されたトナーである。
【０１３５】
－トナー母粒子の製造－
　（樹脂粒子分散液の調製）

・油層
　スチレン　（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
　ｎ－ブチルアクリレート　（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　β－カルボエチルアクリレート　（ローディア日華社製）　　　　　　　１．１部
　アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
　ドデカンチオール　（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４部
・水層１
　イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７．０部
　アニオン性界面活性剤（ダウケミカル社製、ダウファックス）　　　　０．３９部
・水層２
　イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　アニオン性界面活性剤（ダウケミカル社製、ダウファックス）　　　　０．０６部
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　過硫酸カリウム　（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２０部
　過硫酸アンモニウム（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　　０．２０部
【０１３６】
　前記の油層成分と水層１の成分をフラスコ中に入れて攪拌混合し単量体乳化分散液とし
た。更に反応容器に前記水層２の成分を投入し、容器内を窒素で充分に置換し攪拌をしな
がら、オイルバスで反応系内が７０℃になるまで加熱した。反応容器内に単量体乳化分散
液を３時間かけて徐々に滴下し乳化重合を行った。滴下終了後さらに７０℃で重合を継続
し、３時間後に重合を終了させ、樹脂微粒子分散液を得た。
【０１３７】
得られた樹脂粒子は、個数平均粒子径Ｄ５０ｎを測定したところ２２０ｎｍであり、ガラ
ス転移点を測定したところ５１．５℃であり、数平均分子量（ポリスチレン換算）を測定
したところ３２０００であった。以上から上記特性を有する樹脂粒子分散液を得た。
【０１３８】
　（離型剤分散液の調製）
　ポリアルキレンｗａｘ　ＦＮＰ００９２（融点９１℃　日本精蝋社製）　　５０部
　カチオン性界面活性剤ネオゲン　ＲＫ　（第一工業製薬）　　　　　　　　　５部
　イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９５部
　以上を９５℃に加熱して、ＩＫＡ製ウルトラタラックスＴ５０にて十分に分散後、圧力
吐出型ゴーリンホモジナイザーで分散処理し、中心径１９０ｎｍ固形分量２４．３質量％
の離型剤分散液を得た。
【０１３９】
　（イエロー（Ｙ）着色剤分散液の調製）
　Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４（モノアゾ系顔料）・・・・・・・１００部
　　（大日精化社製：セイカファーストイエロー２０５４）
　アニオン性界面活性剤（ネオゲンＳＣ：第一工業製薬社製）・・・・・１０部
　イオン交換水・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９０部
　以上の成分を混合溶解し、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックス）を用い
て１０分間分散し、イエロー（Ｙ）着色剤分散剤を調製した。
【０１４０】
　（マゼンタ（Ｍ）着色剤分散液の調製）
　着色剤をＣ．Ｉ．ピグメントレッド１２２（キナクリドン系顔料：大日精化社製：クロ
モファインマゼンタ６８８７）に変更した以外はイエロー（Ｙ）着色剤分散液と同様にし
てマゼンタ（Ｍ）着色剤分散液を調製した。
【０１４１】
　（シアン（Ｃ）着色剤分散液の調製）
　着色剤をＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（フタロシアニン系顔料：大日精化社製：
シアニンブルー４９３７）に変更した以外はイエロー（Ｙ）着色剤分散液と同様にしてシ
アン（Ｃ）着色剤分散液を調製した。
【０１４２】
　（ブラック（ＢＫ）着色剤分散液の調製）
着色剤をモーガルＬ（カーボンブラック：キャボット社製）に変更した以外はイエロー（
Ｙ）着色剤分散液と同様にしてブラック（ＢＫ）着色剤分散液を調製した。
【０１４３】
　（マゼンタ（Ｍ）トナー母粒子の製造）
　下記の組成物を混合し、マゼンタ（Ｍ）トナー母粒子を製造した。
　・樹脂粒子分散液：１３０．８部
　・離型剤分散液：５０部
　・マゼンタ着色剤分散液：３５部
　・ノニオン性界面活性剤（ＩＧＥＰＡＬ　ＣＡ８９７：ローヌプーラン社製）：１．０
５部
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　・イオン交換水：４５９部
　・硫酸アルミニウム：５．２部
　以上を丸型ステンレス製フラスコ中においてウルトラタラックスＴ５０（IKA社製）で
十分に混合・分散した。
　加熱用オイルバスでフラスコを攪拌しながら１℃／分で４９℃まで加熱した。４９℃で
４０分保持した後、体積平均粒径Ｄ５０が５．１μｍの凝集粒子が生成していることを確
認した。
　さらに加熱用オイルバスの温度を上げて５０℃で２時間保持したところ、凝集粒子の体
積平均粒径Ｄ５０は５．４μｍとなった。その後、この凝集粒子を含む分散液に６５部の
樹脂粒子分散液を追加した後、加熱用オイルバスの温度を５０℃にして３０分間保持した
。この凝集粒子を含む分散液に、１Ｎ水酸化ナトリウム液を加えることにより系のｐＨを
６．５に調整した後、ステンレス製フラスコを密閉し、磁気シールを用いて攪拌を継続し
ながら９３℃まで加熱し、６時間保持した。
　冷却後、反応生成物を濾別し、イオン交換水で４回洗浄した後、凍結乾燥してマゼンタ
（Ｍ）トナー母粒子を作製した。トナー母粒子（１）の体積平均粒径Ｄ５０は５．５μｍ
、形状係数ＳＦ１の平均値は１３１であった。
【０１４４】
　次いで、前記マゼンタ（Ｍ）着色剤分散液を、イエロー（Ｙ）着色剤分散液、シアン（
Ｃ）着色剤分散液、及びブラック（Ｋ）着色剤分散液にそれぞれ変更した以外は同様にし
て、イエロー（Ｙ）、シアン（Ｃ）及びブラック（ＢＫ）のトナー母粒子を製造した。
　各トナー母粒子の体積平均粒子径と形状係数ＳＦを下に示す。（体積平均粒子径、形状
係数ＳＦ）
　マゼンタ（Ｍ）トナー母粒子　　（５．５μｍ、１３１）
　イエロー（Ｙ）トナー母粒子　　（５．５μｍ、１３３）
　シアン（Ｃ）トナー母粒子　　　（５．７μｍ、１３０）
　ブラック（ＢＫ）トナー母粒子　（５．８μｍ、１３１）
【０１４５】
－トナーの製造－
　前記各トナー母粒子に外添剤として１次粒子径２０ｎｍのチタニア粒子をトナー１００
部に対して１．２部添加し、ヘンシェルミキサーで混合しトナーとした。
【０１４６】
－キャリアの製造－
　フェライトコア（パウダーテック社製：Ｆ－３００）１００部にＳＲ２４１０、ＳＲ２
４１１（いずれも東レダウコーニングシリコーン社製）を１:１で混合したものを固形分
で１．５部になるように調整し、更にトルエンを５０部加え、以上を加熱、真空型ニーダ
ーに入れ、密閉後、常圧で７０になるまで加熱混合の後、９０℃に加熱し、３０分混合し
たまま放置後、内部の圧力を１００Ｐａに低下させて溶媒を留去した。１時間後内部の温
度を１５０℃に上げて更に1時間放置し、冷却してキャリアを得た。
【０１４７】
－現像剤の製造－
　前記各トナー５部と前記キャリア１００部とを混合して負帯電性の２成分現像剤として
使用した。
【０１４８】
　感光体１１～１４としては、直径４７ｍｍ有機感光体を用い、中間転写ベルト２は、主
成分としてクロロプレンゴムを含んだ弾性ベルトを用い、前記式（３）で表される張架率
が３．８％になるようにセットした。
　尚、以下の実施例及び比較例においては、図１における感光体１１と中間転写ベルト２
との間（即ち、Ｙ画像形成ユニット）に形成されるニップ部のニップ幅をＮｙとし、以降
Ｍ画像形成ユニットに形成されるニップ部のニップ幅をＮｍ、Ｃ画像形成ユニットに形成
されるニップ部のニップ幅をＮｃ、ＢＫ画像形成ユニットに形成されるニップ部のニップ
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幅をＮｋと記載する。また、Ｙ画像形成ユニットにおける転写電流値をＡｙとし、以降同
様に、Ａｍ、Ａｃ、Ａｋとする。
【０１４９】
（実施例１）
　図１に記載の画像形成装置の感光体１１、１２、１３および１４と中間転写ベルト２と
の間の各ニップ幅Ｎｙ、Ｎｍ、Ｎｃ、Ｎｋ、及び各ニップ部における転写電流値Ａｙ、Ａ
ｍ、Ａｃ、Ａｋをそれぞれ表１に記載のように設定した。
　次に、上記画像形成装置により、記録材としてＡ３サイズのＰ紙（富士ゼロックス製）
を用いて、電子写真学会テストチャートＮｏ．５－１画像のフルカラー画像で１００００
走行テストを行い、下記の基準により色再現性を評価した。
　ニップ幅と転写電流値のそれぞれの好ましい条件を示す前記式（１）および（２）の計
算値と共に、上記評価結果を表１に示す。
【０１５０】
　［色再現性］
　前記テストチャートの２次色である赤、緑、青色部分の画像の色再現性、人物背景のプ
ロセスブラック部分のいずれかの色調が変化した時の枚数を２００枚ごとに確認した。た
だし１００００枚出力後問題のないものの評価は１００００以上とし、それ以上は行わな
かった。また６０００枚以上であれば合格とした。
【０１５１】
（実施例２～１５及び比較例１～３）
　各ニップ幅Ｎｙ、Ｎｍ、Ｎｃ、Ｎｋ、及び各ニップ部における転写電流値Ａｙ、Ａｍ、
Ａｃ、Ａｋをそれぞれ表１に記載のように変更した以外は、実施例１と同様にして走行テ
ストを行い評価した。評価結果を表１に示す。
【０１５２】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
【０１５３】
【図１】中間転写ベルトを備えた本発明の画像形成装置の一例を示す概略模式図である。
【図２】用紙搬送ベルトを備えた本発明の画像形成装置の一例を示す概略模式図である。
【符号の説明】
【０１５４】
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　２　中間転写ベルト
　３　用紙搬送ベルト
　７　２次転写ロール
　１１、１２、１３、１４　感光体ロール
　３１、３２、３３、３４　一次転写ロール
　４１、４２、４３、４４　帯電ロール
　５１、５２、５３、５４　現像機
　６１、６２、６３、６４　クリーニングブレード
　１３１、１３２、１３３、１３４　転写ロール
　１０１、１０２、１０３、１０４、１０５、１０６、１０７、１０８、１０９、１１０
、１１１、１１２　張架ロール

【図１】 【図２】
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